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人口

平成23年度市民アンケート調査による
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果
指
標
名

評価年度 平成２４年度 事業実施年度 平成２３年度

施
策
の
目
的

H22実績

意　図

65.0(友好)
65.0(国際)

施策評価シート

達
成
度
評
価

H27見込

56.0(友好)
65.7(国際)

57.5(友好)
57.5(国際)

58.3(友好)
58.3(国際)

60.0(友好)
60.0(国際)

62.5(友好)
62.5(国際)

施策主管次長名 政策推進部次長　藤根　金光

100 100 10098 100 111 100

・近隣の状況は把握していない。

H24計画成果指標名 H25見込 H26見込

友好都市の自然環境や異文化に触れることで視野を広げ、相互理解と将来のみよし市のまちづく
り・人づくりを担う。

単位

67.5(友好)
67.5(国際)

1313

指
標
④

H22実績 H23計画 H23実績

友好都市交流・国際交流の推進が重要だと
思う市民の割合

％

市民アンケートで「重要」及び「やや重要」と答えた市民の割合。友好都市交流・国際交流事業
の理解度を示す。

指標設定の考え方と把握方法

指
標
①

H25見込 H26見込

指標設定の考え方と把握方法 交流機会を提供する交流事業数を指標とし、秘書室で把握

H27見込単位

人

H26見込H23実績指
標
②

H22実績 H23計画

180 180

単位

指標設定の考え方と把握方法

交流事業の市民参加者数

成果指標名

H26見込

13

H25見込

関心の高さを表す数値として交流事業への市民参加者数とし、秘書室で把握

13

H22実績

178

H23計画 H23実績 H24計画

連携と友好のきずなで築くまち

市民

H23実績 H24計画 H25見込 H26見込 H27見込

61,400 62,500 63,70058,216 58,762 60,600

回

友好都市交流及び国際交流を推進し、相互の連携
と絆を築く

交流事業数(年間交流回数)

交流事業の市民参加者数

交流事業での来訪者数

友好都市交流・国際交流の推進が重要だと思う市民
の割合

H27見込

12 12 13

施策名

成果指標名

交流事業数(年間交流回数)

単位

施策番号

関係課名

対　象

67

企画政策課、産業課、学校教育課

指
標
③

H22実績

交流事業での来訪者数

成果指標名

指標設定の考え方と把握方法 関心の高さを表す数値として交流事業での来訪者数とし、秘書室で把握

人

H23計画 H23実績 H24計画

H27見込

180 180 180 180

H24計画 H25見込

・国内交流としての、士別市派遣においては、士別市の多くの子ども、市民とふれあうことで、生活習慣、地
域文化の交流を図る余地がある。また、市民の自主的な交流が少ない状況であり、方策を検討すれば、市
民の交流も増える余地がある。国際交流としてのコロンバスとの交流については、姉妹校同士の普段から
のＩＣＴを利用した交流を進める余地がある。また市内にも多く居住する外国人を対象にした異文化との交
流事業を積極的に展開したい。マニフェストにおいては、「友好都市や周辺市町村との交流事業を推進し
ます」と記述されている。

・国内交流として、スポーツや踊りなどの文化交流、産業フェスタへの相互出展などの産業交流が発展継
続できるよう支援し、今後は、新たに友好都市提携した長野県木曽町と交流についても、より多くの市民が
関わる事業の推進する。
・国際交流として、コロンバス市との中学生、教師の交流に加え、市内での異文化交流も展開していく。

【優先度評価】
成果向上の余地、
市長マニフェストと
の結びつき、緊急度
など

行政 友好都市との相互連携を築くと共に、若い世代にグローバルな視野をもつ機会を提供する。

施策の効果向上に
向けての市民と行
政の役割分担

成果目標（指標
計画値）と現状
との比較

近隣との比較

過去３年間の実
績との比較

・各指標ともほぼ横ばいの状況であるが、相互連携と絆を築くため平成23年10月29日、木曽町との間に友
好都市提携と災害時における相互応援に係る協定を締結し、11月21日にはこれまでの友好都市である士
別市とも災害時における相互応援に係る協定を締結した。

高い

項目 評価のコメント

市民意識 重要度 低い 満足度

市民

【総合評価】
今後の方向性、課
題解決のための事
務事業の見直しな
ど

・各指標とも計画にほぼ同じとなっている。行政主催事業では、参加定員もあり大幅な増加は見込めない
ため、市民による自主的な事業が推進される必要がある。


